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Q1 | 福祉保健行政

コロナ禍における応援職員制度
本県の介護施設においてクラスターが発生している。介
護や障害福祉は、社会的弱者の生活基盤を維持する生活
の砦であり、コロナ禍にあってもサービス提供を継続し
続けなければならないが、職員が感染したり濃厚接触者
として自宅待機になりマンパワーが不足すれば、サービ
ス提供の継続が困難となる。その対策として県は、関係
団体と応援職員の派遣に関する覚書を締結し、応援職員
制度を導入したが、実際に感染が発生した施設に対する
これまでの応援職員の派遣実績や課題、今後どのように
取り組むのか。

施設の職員が感染したり濃厚接触者となった場合
に、従事者が不足する場合に備えて、昨年 10 月に、

県と高齢者団体、高齢者関係 3 団体、障害者関係 3 団体
において、それぞれ応援職員の派遣に関する覚書を締結
した。この覚書に基づく応援職員派遣の実績については、
本年 1 月に、介護施設 2 施設に対し、3 名の職員を派遣
している。その際の課題については、受入れ施設として、
感染区域での可能な職員を派遣してほしいなどの要請が
あるが、派遣側とのマッチングが難しい。こうした点を
踏まえて、今後はあらかじめ感染区域での従事の可否な
どを確認したうえで派遣
者の登録を行うなど、迅
速に調整できる体制を整
備したい。

介護人材の確保
介護人材を増やすためには、離職を防止し現在働いてい
る職員に長く働いて頂き、新たに介護職員の参入を促す
ことが必要。介護の求人倍率は年々高くなっており、直
近の有効求人倍率は 2.35 倍と、県内の全産業と比べても
高い状況が続いている。人口減少が進む日本国内で確保
できない人材については、外国人の受け入れも積極的に
検討していくべきである。昨年の一般質問で質した友好
交流関係を活用したベトナムからの人材受け入れについ
て、その後の進捗状況と、介護事業所への受け入れをど
う促していくのか。

ベトナム国の大学からの介護人材受入れにつきま
しては、令和 2 年 11 月にドンア大学、令和 3 年

1 月にクァンナム医療短期大学と
覚書を締結し、2 月に県内の受入
れ事業所 10 施設を決定した。現在、
各大学が技能実習生を 10 名ずつ募

集しており、令和 4 年 1 月に本県での実習を開始できる
よう準備を進めている。このほか、県内事業所向け受入
れ促進セミナー、事業所が留学生に支給する奨学金に対
する助成、県内で就業している技能実習生を対象とする
研修などにより、外国人材の受入れ促進に努めていく。

手話通訳者の現状と課題
昨今、行政の記者会見や大規
模な大会には手話通訳がつ
くことは当たり前の時代にな
り、本県でも、昨年より知事
記者会見に手話通訳が開始さ
れ、聴覚障害者の皆様に好評である。障害のある人もな
い人も共に生きる平和な長崎県づくりを標榜する本県は、
増加する手話通訳の需要に対して現状と課題をどう認識
しているのか、さらに手話通訳者の育成や支援について
どう対応しているのか。

一般社団法人長崎県ろうあ協会に登録されている
手話通訳者の数は、令和元年度末現在 164 名で

あり、10 年前と比べても横ばいである。手話通訳者の育
成については、国の補助事業を活用して養成研修を行っ
ており、令和元年度は 27 名が研修を終了したが、研修
受講から全国統一試験に合格するまで時間を要すること
から、増加するニーズに応える手話通訳者の確保は課題
となっている。また、手話通訳者の高齢化、オンライン
の場合など画面を通じた手話通訳の難しさなどの課題も
ある。引き続き、関係団体と連携しながら手話通訳者の
育成に努めるとともに、課題解決に取り組んでいく。

骨髄ドナー支援制度の導入
この制度の創設は、私
が大村市議会時代から
取り組んでおり、今般
長崎県が取り組むこと
になったことは望外の喜びである。関係各位のご尽力に
心から感謝する。日本骨髄バンクによれば、令和 3 年 1
月末現在、1,862 名の患者が移植を心待ちにされている。
しかし、残念なことにドナーが見つからず、お亡くなり
になる方もあり、制度設計上、市町にも同じ支援制度が
創設されなければ、ドナーを支援することができない。
現在は大村市、佐世保市のみにしか制度が存在しないが、
他の市町との連携を県はどう広げていくのか。

A
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A
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支援制度については、これまでスクラムミーティ
ングや市町担当課長会議等で創設のお願いをして

きた。既に導入済みの大村市、佐世保市をはじめ、令和
3 年度に制度創設に向けて長崎市ほか 7 市町で予算要求
中、または実施に向けて検討中となっているので、引き
続き、様々な機会を通して市町へ制度創設を働きかけて
いきたい。

Q2 | 子育て行政

日本版ネウボラの取組
保育所においては、日々の保育業務に加え、保護者に対
し、子ども一人ひとりの状況に応じた助言や支援が行わ
れているが、保育園での気になる様子をどう伝えればい
いのか、どうしたら受容してもらえるのかと悩んでいる
保育士もいる。フィンランドにはネウボラという制度が
あり、妊娠期から子育て期に至るまで、保健師による切
れ目ない手厚い支援がなされており、日本でもネウボラ
をモデルとした子育て世代包括支援センターが先般創設
され、市町への設置が進められている。日本版ネウボラ
の業務の一つとして、関係機関との連絡調整がある。こ
のような課題に対し、市町では具体的にどのように対応
しているのか。また、このような取組を県はどう支援し
ていくのか。

市町においては、日ごろから保育所等の関係機関
と連携しながら、保健師等が各園に出向き、保育

士等から発達が気になる子どもについての相談を受け、
助言を行うとともに健診の場で保護者へ直接対応するな
どの支援を実施している。このような取組は、子育て世
代包括支援センターを設置し、妊娠期から子育て期まで
の切れ目ない支援を充実させていくことにより、さらに
きめ細かな対応が可能になるものと考えている。県内で
は現在 17 市町が設置しており、来年度中に全市町で設
置が完了する予定。また、各市町の担当者を対象に子育
て世代包括支援センターの機能強化を図るための研修会
を実施するとともに、子どもの行動の客観的な理解の仕
方を保護者に学んでいただくペアレ
ントプログラムを各地域で実施でき
る体制づくりに取り組んでおり、引
き続き市町の取組がより効果的なも
のとなるよう支援していく。

子どもの貧困対策
日本のひとり親世帯の貧困率は、OECD 加盟諸国最下位
であり、子どもの 7 人に 1 人が相対的貧困状態にある。

コロナ禍がひとり親世帯の家計を直撃している中、3 密を
避けた貧困対策には、子ども宅食に代表されるアウトリー
チ型の支援を推進する必要がある。令和 2 年度の一般質
問で答弁があった、市町が実施する支援対象児童等見守
り強化事業についてその後の進捗状況はどうなっている
のか、また、県として新年度はどのように取り組むのか。

支援対象児童等見守り強化事業は、市町が把握し
ている要支援児童等に対し、民間団体が居宅を訪

問して食事提供や学習支援等を行う事業であるが、今年
度は 6 市町が取り組んでおり、来年度は 8 市町が取り組
む予定となっている。その他の市町においては、事業対
象に含まれる児童虐待など要支援児童への対応に不安等
があることから、委託先となる団体が見つからないといっ
た課題が挙げられている。県においては、団体の掘り起
こしや技術支援を行うほか、県と市町で構成する子ども
の貧困対策推進協議会において、既に事業化した市町で
の課題解決の状況や取組状況を情報共有するなど、他市
町での事業化に向けてしっかりと取り組んでいく。

ひとり親世帯の支援
ひとり親世帯は、全国で 140 万世帯に上るとされ、昨今
のコロナ禍が世帯収入に影を落としている。養育費の支
払いが滞ると貧困が深刻化する傾向にあり、国では、養
育費請求を子どもの権利として民法に定める議論がなさ
れている。昨年の一般質問で、面会交流代行事業の支援
ができないか質したところ、新年度当初予算に面会交流
支援モデル事業が計上されたが、県としてどのように取
り組むのか。

面会交流については、離婚後も愛され大切にされ
ていると感じることで安心感や自信を持つことが

でき、子どもの健やかな育ち等を確保するうえで有意義
であると考えている。国においては、離婚後も子どもが
親に会う権利関係の法整備や面会交流の促進方策を検討
しているところであり、併せて当事者だけでは実施が困
難な場合に対し、第三者による支援が重要であるとされ
ている。県としては国の動向を注視しながら、まずは西
彼地区でモデル事業として実施し、効果を検証のうえ市
町による事業化に向けて協議したい。

A

A

A

A
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Q3|男性の家事育児等への参加

育児休業の取得率
男性の家事育児への参加について、一つの指標となり得
るのが育児休業の取得率である。令和 2 年度の一般質問
において県職員の男性の取得状況を質したが、1 年経過後
の状況についてはどうか。また、女性の育児休業の取得
率は 100％であり、男性の取得率も同じレベルに近づけ
ていくことが必要である。今後の取得率の向上に向けて
の県のどのように取り組むのか。

知事部局における男性職員の育児休業の取得状況
については、令和 2 年度は取得者数が 7 名、取得

割合は 8.1％という状況である。令和 3 年度は 2 月末時
点において 22 名の職員が育児休業を取得しており、育児
休業対象者数が前年度と同じと仮に仮定した場合の取得
割合については約 25％となり、取得率は増加する見込み
である。

男性の家事・育児への参加
これまで県は、男性に向けて家事、育児への参加を促す
ために、令和 2 年度はイクボス啓発動画の作成に取り組
まれ、今年度はパパ検定動画やシートの作成に取り組ま
れている。特に、今回作成されている啓発動画は、私も
深く感動した。You Tube においての再生回数は、本日
11 万 1,676 回を数え、さ
らに多くの方々に周知し
ていただきたい。男性の
家事育児への参加を促進
するためには、今回の動
画やシート作成で終わることなく、引き続き新たな啓発
に取り組む必要がある。今後の県の取組についてはどう
か。

男性職員の育児休業の取得促進を図る取組として
は、リーフレットによる制度等の周知のほか、令

和元年 8 月からは、育児休業や育児関連休暇の取得予定
などを記載した行動計画表を策定して活用し、所属長と
面談を行うなどの取組を実施している。また、来年度に
は夫婦で協力した家事や育児などをテーマとした SNS 上
での写真コンテストを開催し、男性が取り組みやすい事
例を集めて子育て情報誌などに掲載することで周知を図
り、本県の男性の家事育児等への参画をさらに促進して
いきたいと考えている。

Q4 | 教育政策

教職員の働き方改革
教育は人づくりであり、国
づくりの基である。より良
い国づくりのためには、教
育の質を高めることが必要
不可欠だが、質の高い教育
を実現するためには優秀な人材を確保する必要がある。
他方、教員採用試験を受ける人数は減少が続き、大量退
職も関係して優れた人材を採用する選抜機能が働きにく
い状況が続いている。優秀な人材を確保するためには教
職員の働き方改革を強力に推進する必要がある。現場の
意見を踏まえつつ、しがらみや前例にとらわれることな
く取り組み、思い切った業務削減を進めるためには外部
の視点を反映させることも重要である。教育委員会はど
う取り組むのか。

学校の業務削減については、新たな試みとして、
プロジェクトチームを庁内に設置し、これまで

に例のない大幅な業務削減を実施した。また、県立学校
では文部科学省派遣による改善アドバイザーからの助言
を反映させた現行のアクションプランを、令和 3 年度さ
らに実効性が高いプランとなるよう改定した。今後も学
校から業務削減に向けた意見を求め、不断の見直しを継
続するとともに、保護者・地域・有識者を含む学校支援
会議や安全衛生委員会等において働き方改革を取り上げ、
助言や理解を得ながら、働きやすい魅力ある職場づくり
に努めたいと考えている。

GIGAスクール構想における
私立高校への支援
コロナ禍により令和 2 年、学校が一斉休校するなど学び
の機会が喪失する事態となったため、国は GIGA スクー
ル構想を前倒しし、1 人 1 台パソコンの整備を急速に進
め、本県においても令和 3 年 7 月には県内各校に配備さ
れると聞いている。他方、県内の私立高校においては、
少子化の影響により経営状態が難しいことなどから、1 人
1 台パソコンの整備が難しいという声がある。公立・私立
の別によって学びの環境に格差が生じてはならない。私
立高校における 1 人 1 台パソコンの整備見込みについて
はどうか。さらに、今後どのように私学を支援していく
のか。

A

A

A
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私立学校における令
和 3 年 3 月末の生徒

が利用できるパソコン端末
については約 3,900 台、全
生徒数の約 33％になると見
込んでいる。こうしたパソコン端末の導入は、各私立学
校が、それぞれ独自の方針で整備を進めているので、県
立高校のように一律に進めることは難しいものと考えて
いる。しかしながら私学における ICT 教育の推進につい
ては喫緊の課題と認識しているので、端末整備に意欲的
な高校に対しては、その経費の 4 分の 3 を補助するため
令和 3 年度当初予算において、約 1 億 4,000 万円を計上
している。また、整備した端末の活用も重要な課題であ
ると認識しているので、ICT 専門員といった外部人材の
配置などに要する経費についても支援をしていきたいと
考えている。

Q5 | 中小企業への支援

資金繰り支援・劣後ローンについて
コロナ禍の影響が長期化する中で、資金繰りに支障が生
じ、企業の継続に不安を抱えている中小企業が多くなっ
ている。県は、制度融資、緊急資金繰り支援資金の融資
枠を拡大し、中小企業の資金繰りの円滑化を図っている
ことは承知をしているが、国では政府系金融機関を通じ
て、長期間元本の返済が不要な劣後ローンの資金繰り支
援を行っている。国の劣後ローン制度が県内の中小企業
にも広く活用されるよう、県としても取り組むことが重
要だが、県の考え方についてはどうか。

資本性劣後ローンは、金融機関が融資審査を行う
際に自己資本とみなすことができることから、新

型コロナウイルス感染症の影響で一時的に財務状況が悪
化した中小企業等の資金繰り対策として有効な制度であ
ると考えている。県としては、市町や商工団体、金融機
関などの関係機関と連携し、会報誌やホームページ等を
活用して制度の周知を図るとともに、中小企業診断士に
よる助言、指導を行い、制度の活用による事業継続につ
なげてまいりたいと考えている。

若者の早期離職対策
県は若者の県内就職に力を入れているが、就職後の早期
離職防止、定着対策も喫緊の課題である。長崎労働局が
発表した平成 29 年 3 月卒業者の離職状況によると、就職

後 3 年以内の若者の離職率は、大卒が 38.3％、高卒に至っ
ては 44.3％と全国平均より 5 ～ 6 ポイントほど上回って
おり、約 4 割の方が 3 年以内に離職しているという状況。
人材難にあえぐ中小企業は、それぞれに離
職の防止に取り組まれているが、若者の早
期離職対策に県はどう取り組むのか。

若者の早期離職防止に向けた対策が必要であると
認識している。平成 29 年、独立行政法人、労働

政策研究研修機構が実施した若者の離職状況に関する調
査においては、離職理由として人間関係や勤務時間、休
暇等の労働条件が上位となっている。このような状況を
踏まえ、2022 年度における新たな取組として、若手社員
向けのオンライン研修やカウンセリング等に取り組むと
ともに、経営者に対する定着促進セミナーや OJT 指導者
等の育成研修を実施するなど、早期離職の防止に努めた
いと考えている。

Q6 | 防災情報の視認性向上

長崎県河川砂防情報システム、通称 NAKSS（ナックス）は、
県内の河川水位、雨量情報をリアルタイムで提供するこ
とで、水害や土砂災害に対する対策や自主避難の判断に
活用していただいている。スマートフォンで閲覧すれば
パソコンの画面を縮小して見ている状態であり、見づら
い、わからづらい、操作性も悪いとの声がある。大多数
の国民にとって災害時に活用される情報デバイスは、パ
ソコンではなくスマートフォンである。より効果的な避
難情報の提供に向け、視認性、操作性の高いスマートフォ
ン版ナックスを構築する必要が急務である。県の考え方
についてはどうか。

通称ナックスは平成 27 年度から運用しているが、
近年アクセス数が増加傾向にあり、多くの県民の

皆様に活用していただいている。現在はパソコン仕様で
の運用だが、さらに使いやすくするため、スマートフォ
ンに対応した仕様での再構築について検討を進める。

　　その他の質問事項
・コロナ禍における受診控え対策
・ 事業継承支援　・加工食品の高付加価値化

A

A

A

A
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Q1 | 福祉保健行政

健康経営
健康経営とは、企業が従業員の健康に配慮することによっ
て、経営面においても大きな成果が期待できるとの考え
方に立ち、健康管理を経営的視点から考え戦略的に実践
することを意味している。県が取り組まれている健康経
営宣言事業は、健康経営に取り組もうとする事業所に宣
言を行っていただいた後、1 年間の取組を評価し、優秀な
事業所を健康経営推進企業として認定し公表する事業で
あるが、宣言を行う事業数に比べて、認定される企業数
が 3 分の 1 程度にとどまっている。県は健康経営推進企
業の認定数の向上に向けてどのように取り組むのか。

健康経営宣言事業所は、令
和 2 年度末において 524 社

あるが、健康経営推進企業として認
定されているのは令和元年度末まで
に宣言をした 390 社のうちの 110
社となっている。認定に至らない主な理由は健診受診率
と保健指導利用率が基準を満たしていないことであるた
め、協会けんぽから個別に健診受診率向上のための具体
的な取組提案を行うとともに、県としても優良事例の紹
介を行うなどの支援を行い、認定される事業所の増加に
努めたいと考えている。

介護職の離職防止対策とイメージアップ
これまで何度も訴えてきたように、介護人材の確保は非
常に厳しい状況が続いている。令和 3 年 3 月に策定され
た第 8 期老人福祉計画・介護保険事業支援計画における
令和 7 年の介護職員不足数の推計は約 2,000 人とされた。
処遇改善加算による給与の見直しや労働環境の改善に関
する取組もあり、本県の介護職の離職率は全国平均を下
回る状況となった。しかしながら、介護の仕事は重労働
という先入観は
根強く多くの事
業者は採用に苦
慮している。そ
こで、介護職員
の疲労軽減や腰
痛予防のための

ノーリフティングケアへの取組や、離職率が低く優良な
介護事業所についての情報発信などで、介護職の環境改
善が図られている状況をさらに周知することが効果的だ
と考える。県は介護職の離職防止対策とイメージアップ
についてどのように取り組むのか。

介護現場では中高年の職員などで身体的負担が大
きく、離職する人がいることから利用者を抱え上

げないノーリフティングケアの推進が重要だと考えてい
る。そのため、令和 3 年度から管理者向け研修や専門家
による個別指導などを実施し事業所の取組を推進してい
く。また、働きやすい職場環境づくりに取り組む優良な
事業所を積極的に PR する。さらに、介護事業所の職場環
境の改善を図るとともに、優良な事業所の情報を積極的
に発信し、介護業界のイメージアップに努めたいと考え
ている。

ワクチン再接種費用の助成
本県は令和 3 年度より骨髄ドナー支援制度を開始され、難
病患者を取り巻く課題解決のために一歩前進されたことは
高く評価している。骨髄移植が患者に与える影響として、
免疫不全に陥ることがある。免疫不全になれば、子どもの
頃から接種してきた予防接種を再度行う必要があるが、現
在のところ再接種にかかる費用は「予
防接種法」の対象外とされており、保
険適用外であるため全額を患者が負担
せざるを得ない状況となっている。令
和 2 年度 2 月の一般質問で質したと
ころ、「全国で 89 の市区町村が公費助成を実施している」
との答弁があった。最新の調査では、全国 1,724 の自治
体のうち、484 の自治体が公費助成を開始し、県内におい
ては長崎市が令和 3 年度より助成制度を開始している。本
県においても同様の取組を実施すべきと考えるが、県の姿
勢についてはどうか。

骨髄移植後のワクチン再接種については、国にお
いて個人の感染予防の観点が強いワクチン再接種

と感染症の蔓延防止を目的とする「予防接種法」との関係、
また、骨髄移植以外の免疫が不十分な方への再接種をす
べきかどうか等について、引き続き検討が行われている
ものと承知している。また、経済的な負担軽減だけでは
なく再接種による健康被害への補償制度を含め、全国統
一的な対応が必要と考えており、引き続き再接種を「予
防接種法」に位置付けることや国による補助制度の創設
等について要望したいと考えている。

A

A

A
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Q2 | スポーツ振興

東京 2020 オリンピック
聖火リレー
去る 5 月 7 日、8 日の 2 日間、本県に
おいて聖火リレーが開催された。コロ
ナ禍における聖火リレーやオリンピッ
ク開催には、多様な意見がある。大村
市においては「難しい手術を何度も繰
り返して元気になれた。臓器移植に協

力してくれたドナーに感謝を伝えるために走りたい」とい
う方もいた。ランナーの皆さんが熱い思いを胸に聖火をつ
ないでいただいたことは、大変うれしく思っている。感染
対策のため、当初の予定から内容を一部変更、制限をかけ
ながらの実施であったが、県として本県の聖火リレーをど
う評価しているのか。

聖火リレーに関しては、感染防止対策を徹底しな
がら実施し、新たな感染拡大もなく、無事に本県

のリレーを終えられたことは、関係市町はもとより、多
くの県民の皆様のご理解とご協力により実現できたもの
であり、厚く御礼を申し上げる。本県のリレーについては、
離島や世界遺産など、長崎の歴史や文化、あるいは平和
の尊さなどを今に伝えるルートとして選定した。県とし
ては、様々な思いを胸に走られたランナーの皆様を通し
て、多くの方にオリンピックへの夢や期待を感じていた
だくとともに、県内各地域の魅力を国内外に広く発信で
きたものと考えている。

パラリンピック聖火フェスティバル
令和 3 年 8 月 24 日に東京 2020 パラリンピックが開催
される。本県出身で車椅子男子バスケットの鳥海連志選
手及び川原凛選手、卓球男子の浅野俊選手など、出場が
内定された選手の皆様に対してお祝いを申し上げ、心か
ら大会でのご活躍を祈念いたします。パラリンピックに
おいては、各都道府県単位での聖火リレーは実施されず、
東京へ聖火ランナーを送り出すイベントとして聖火フェ
スティバルを開催することとなっている。本県での聖火
フェスティバルの実施内容、準備の状況等についてはど
うか。

県としては、パラリンピックの聖火フェスティバ
ルは、共生社会の実現や障害を抱える方々に対す

る理解を深める機会と
して重要であると考え
ているため、県内全て
の市町の協力の下でそ
れぞれの地域において、
障害者等による採火を
行い、令和 3 年 8 月 16
日に開催する県のパラリンピック聖火フェスティバルに
おいて、1 つの火に集め、長崎県の聖火として東京パラリ
ンピックの集火式にお届けする予定としている。具体的
な運営方法については、知事を代表として障害者団体、県、
各市町で構成される長崎県パラリンピック実行委員会を
組織して、実施に向けた準備に取り組んでいる。

高総体
令和 3 年度第 73 回長崎県高等学校総合体育大会が 6 月 5
日から 11 日までの期間、予定どおりに実施され、大変う
れしく思っている。令和 2 年はコロナ禍の影響により大
会史上初めての開催中止となった。令和 2 年と同じコロ
ナ禍において大会を開催するためには、高校体育連盟を
はじめ、各競技団体や各学校による創意工夫が必要であ
り、今大会はそのような積み重ねの成果として、大会開
催が成功したと思うが、県は大会の開催に当たり、どの
ような工夫や対策を講じたのか。また、どのような課題
を見いだしコロナ禍におけるスポーツ教育につなげてい
くのか。

開催にあたり、関係者が安全・安心に競技を実施
することを最優先し、全競技を無観客とした。試

合を観戦したいという要望に対しては、インターネット
を使ったライブ配信を行うなどの新たな取組も取り入れ
た。また、会場に出入りする選手などを試合ごとに入れ
替え、更衣室の利用時間や場所を指定するなどの感染防
止対策の取組を講じている。このような中で感染者が発
生した際の対応について
は、行動履歴等を迅速に確
認する体制を整えておくこ
との重要性を改めて認識し
た。引き続き今後の様々な
大会運営においても、感染
防止対策と教育活動の発表
の場の確保を両立させるこ
とが大きな命題と捉え、安
全・安心な大会開催に取り
組んでいく。

A

A

A
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Q3 | 農業振興

花卉生産と消費拡大
大村市では、カーネーションや鉢物
の生産が盛んである。令和 2 年は 7
月豪雨でカーネーションや観葉植物
のハウスに甚大な被害が発生したほ
か、コロナ禍の拡大に伴って花卉の
需要が低迷するなど、大きな危機に
直面した。しかしながら、地域の生産者が協力してハウ
スの復旧や営農再開、高品質な花卉の厳選出荷等に取り
組み、努力を続けている生産者もいる。意欲ある生産者
を応援し、産出額の増加や産地の拡大を図るため、花卉
の生産振興や販売、消費の拡大に取り組むべきと考える
が、県の取組は。

県ではこれまで花卉生産者の所得向上に向けて、
低コスト耐候性ハウスや選別機等の導入による

規模拡大や省力化の推進などを支援してきた結果、本県
の令和元年花卉産出額は 74 億円と、10 年前と比較して
10％増加している。令和 2 年度は、豪雨災害や新型コロ
ナウイルス感染症拡大の影響により花卉生産者の皆様に
とっては大変厳しい経営環境となったが、災害の復旧支
援や、小学校などでの花の展示等に取り組んだ結果、リ
ンギクなど一部を除いては、切り花や鉢物の単価は平年
並みに回復をしている。今後は環境制御技術を活用した
品質・収量向上の取組やカーネーション等の長崎オリジ
ナル品種の作付拡大を推進するとともに、関係団体が実
施する家庭での定期購入に向けた仕組みの構築を支援す
るなど、消費拡大の取組を強化していく。

Q4 | 子どもの事故防止

水難事故の防止対策
0 歳から 19 歳までの子どもの死亡原因の第 1 位は不慮の
事故である。しかもこの 50 年間変わらずに交通事故、窒息、
溺水などの不慮の事故で、毎年 300 人前後の子どもが命
を落としている。夏の時期に懸念され
るのは水難事故であり、令和 2 年は、
本県の高校生がダムに転落し溺死する
という痛ましい事故が発生した。学校
での水泳指導については、服を着たま

まプールに入る着衣水泳や落水時の対応、ライフジャケッ
トの必要性など、命を守る能力を高める実践的な内容を強
化すべき。県は児童生徒の水難事故防止についてどのよう
に取り組むのか。また、学校によってはプールがなかった
りなど、設備に差がある。環境の違いで命を守るスキルが
身につけられないということがあってはならない。学校ご
との環境の違いをどう乗り越えていくのか。

県教育委員会は、水難事故防止のため危険箇所に
おける遊泳の禁止や泳ぐ前の体調管理、また、溺

れている人を見かけたときの救助など、具体的かつ確実
な指導の実施について夏休み前に各学校に周知し、指導
の徹底を図っている。また、水泳の授業では水の事故か
ら命を守るために、浮き沈みをしながら長く浮くことや、
事故防止に関する心構えを遵守することなど、安全確保
につながる指導を各学校の実情に応じて行っている。引
き続き各学校の創意工夫の下、より効果的な取組が実施
されるよう、促していく。プールの有無など学校の設備
に関しては、直ちに改善することはできないが、安全管理、
安全教育に関しましては、どこの学校に通っている子ど
もであってもその知識を得られるようにしなければなら
ない。ご指摘も踏まえ、市町とも引き続き協議をするこ
とで全ての子どもが安全教育を受けられるような体制を
整えていきたい。

子どもの安全管理
大村市の認定ＮＰＯ法人 Love&Safety おおむらは、平成
29 年より大村市と合同で教育・保育施設における子ども
の安全管理士講座を開催されている。子ども安全管理士
とは、吉川慎之介助基金が開設した資格認定講座であり、
子どもの命を守り育む社会を実現するために活動してい
る。平成 31 年には日本財団の支援により、子ども安全管
理士講座教科書が完成し
日本子ども安全学会の理
事を中心に、自治体レベ
ルでの取組として広がり
つつある。県は保育の現
場において子どもの安全
管理にどう取り組むのか。

保育の現場においては、子どもの年齢などに応じ
て睡眠中、プール活動、水遊び中、食事中など、

重大な事故が発生しやすい場面ごとに、国が示したガイ
ドラインに沿って事故防止に取り組まれている。また、
万が一事故が発生した場合には、施設において迅速に応

A

A

A
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急措置をするとともに、同様の事故の再発を防止するた
め事故の状況を記録する。さらに重大な事故の場合は再
発防止の視点を盛り込んだ報告を、県、市町に対して確
実に行うこととなっている。このほか、県としては、国
が示している重大事故の検証結果等を各施設と共有する
とともに、各種研修会を通して事故防止に係る保育士等
の資質向上に努めており、今後とも、保育所等における
子どもの安全対策に万全を期していく。

Q5|女性の活躍・キャリアアップ

男女平等の度合いを示す世界経済フォーラムのジェン
ダーギャップ指数が先般発表されたが、日本は 156 か国
中の 120 位と下位に低迷している。男女共同参画を進め
るために女性が活躍しやすい環境を整え、様々な課題解
決に向けて女性の視点が必要である。女性活躍の状況を
示す指標の一つに、管理職に占める女性の割合があるが、
県職員、教職員、警察が見本となって、積極的に女性職
員を管理職に登用すべき。そこで、現在の状況と女性職
員の管理職登用に向けてどのような対策を講じているか。
また、本県の民間事業者における女性管理職の割合がど
うなっているのか、登用を進めるために女性のキャリア
アップについてどのような取組を行っているのか。

県では若い頃から多様な経験ができる人事配置や
女性職員向けの研修会を開催するなど、女性職員

の計画的な人材育成に努めるとともに、働き方改革や在
宅勤務制度の導入など、仕事と家庭の両立に向けた働き
やすい職場環境づくりに取り組んでいる。教育委員会で
は、小中学校において家庭の状況等に合わせた管理職へ
の昇任時期や転居を伴う人事異動への配慮など、女性教
職員が積極的に管
理職に挑戦できる
ような制度の見直
しを行い、県立学
校 も 含 め て、 適
性 を 有 す る 女 性
教 職 員 を 教 務 主
任や学年主任等に積極的に登用するよう学校へ働きかけ
も行っている。本県警察においては、女性警察官の採用
拡大に向けた取組を進めている。次に、民間事業所にお
ける課長相当職に占める女性の
割合は、平成 27 年度からの 5
年間で 9.4 ポイント向上してい
る。県では、女性管理職登用に

向け、平成 27 年度からながさき女性活躍推進会議と連携
して、女性中間管理職等を対象に、管理職としての基本
的な考え方やチーム運営方法などを学ぶ管理職登用に向
けた女性人材育成講座を開催し、民間事業所等から多く
の女性職員の方が受講されている。また、令和 3 年度から、
県内において土木や研究職など幅広い分野で活躍する女
性を情報誌等で紹介する職種ロールモデルプロモーショ
ンを実施している。地元でも希望する職種で活躍するこ
とができるという意識を醸成することにより、女性の県
内就職を促進して本県の女性活躍の裾野を広げることで、
多様な分野での女性管理職の登用につなげていきたい。

　　その他の質問事項
・コロナ禍における避難所運営
・ながさきコロナ対策飲食店認証制度 
・特殊詐欺対策　・水陸機動団誘致

A

プロフィール

事務所

昭和 48 年 2 月 6 日生まれ
水瓶座 O 型　大村市武部町在住
家族 : 妻 理子( 医師 : 北村理子クリニック

皮ふ形成外科 )長男
趣味：バイク・替え歌・山あるき
・市立三城小学校・ 市立大村中学校
・県立諫早商業高校 情報処理科
・いさはやコンピュータカレッジ 

・国立長崎大学大学院 経済学研究科 (46 歳で卒業・MBA取得 )　
・社会福祉法人 ( 高齢者介護施設 )  理事
・大村東彼防衛協会青年部 理事
・長崎県中小企業家同友会　他

〒856-0835長崎県大村市久原 2-902-1
（北村理子クリニック皮ふ形成外科内）

北村タカトシ 検索
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